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国立研究開発法人の年度評価及び中長期目標期間評価（見込評価）について 

 
 
１．根拠等 

(1)年度評価 

   独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）において、国立研究開発法人は、各

事業年度の終了後 3ヶ月以内（6月末まで）に、当該事業年度の業務実績及び自己評

価結果の報告書を主務大臣に提出・公表することとされている。 

 

(2)中長期目標期間評価（見込評価） 

   通則法では、国立研究開発法人は、中長期目標の期間の最後の事業年度の直前の事

業年度の終了後 3ヵ月以内（6月末まで）に、中長期目標の期間の終了時に見込まれ

る中長期目標の期間における業務実績及び自己評価結果の報告書を主務大臣に提出・

公表することとされている。 

 

(3)外部評価結果の活用 

  「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年 総務大臣決定）において、国立

研究開発法人は、自己評価書の作成に当たっては、外部評価結果等を適切に活用し、

自己評価に反映するよう、努めることとされている。 

 

(4) 日本医療研究開発機構（以下「機構」という。）の現中長期計画は、平成 27 年度か

ら今年度までの 5ヶ年であることから、前記(1)に基づき平成 30 年度の年度評価を、

(2)に基づき現中長期計画（見込評価）を行う必要がある。 

 

２．今回の自己評価・外部評価の進め方 

(1)自己評価（自己評価委員会） 

機構では、４～５月に自己評価委員会を開催し、平成 30 年度評価については「資料

３ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構平成 30 年度における業務実績自己評価報

告書（案）」を、中長期見込評価については「資料４ 国立研究開発法人日本医療研究

開発機構中長期目標期間終了時に見込まれる中長期目標期間における業務実績自己評

価報告書（案）」（以下、併せて「報告書(案)」と総称する。）をとりまとめた。（参考

１ 評定一覧） 

(2)外部評価（研究・経営評議会） 

研究・経営評議会では、報告書(案)に基づき、次の評価をお願いしたい。 

 平成３０年度の機構の業務実績全体についての総合的な評価（年度評価） 

 機構の中長期目標期間終了時に見込まれる中長期目標期間における業務実績

全体についての総合的な評価（中長期期間見込評価） 

 必要に応じ、報告書（案）の内容（評定や評定の根拠など）についての評価 
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(3)研究・経営評議会でいただいたご意見等は、外部評価報告書としてとりまとめをして

いただくとともに、報告書（案）に対する修正のご意見等は、最終的な自己評価報告

書に反映させる。 

 

３．今後の実施スケジュール 

 （機構における作業） 

６月 ３日： 研究・経営評議会開催（第１回） 

６月１４日： 研究・経営評議会開催（第２回） 

６月末 ： 主務大臣に自己評価・外部評価報告書を提出 

 （所管府省における作業） 

7 月、8月に日本医療研究開発機構審議会※開催。８月に評価を完了し、法人に通

知、公表。 

※ 通則法では、主務大臣は、国立研究開発法人の業務実績に関する評価に際し、あらかじ

め「研究開発に関する審議会」の意見を聞くこととされており、機構については、「研究

開発に関する審議会」として、内閣府に、日本医療研究開発機構審議会が設置されてい

る。 
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（参考１） 

項目別評定一覧 

    
 
（参考：評価の基準） 

Ｓ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創
出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や
将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な
業務運営がなされている。 

Ｃ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、
改善等が期待される。 

Ｄ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを
含め特段の工夫、改善等が求められる。 

担当部（説明部）
H30
評定

見込
評定

Ⅰ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項

①医療に関する研究開発のマネジメントの実現 経営企画部 A A

②研究不正防止の取組の推進 研究公正・法務部 B B

③臨床研究及び治験データマネジメントの実行 臨床研究・治験基盤事業部 B B

④実用化へ向けた支援 知的財産部 A B

⑤研究開発の基盤整備に対する支援 経営企画部 A A

⑥国際戦略の推進 国際事業部 A A

⑦政府出資を利用した産学官共同での医薬費・医療機器の研究開発の促進等 革新基盤創成事業部 B B

①医薬品創出 創薬戦略部 S A

②医療機器開発 産学連携部 B B

③革新的な医療技術創出拠点 臨床研究・治験基盤事業部 A A

④再生医療 戦略推進部 A A

⑤オーダーメイド・ゲノム医療 基盤研究事業部 A A

⑥疾病に対応した研究＜がん＞ 戦略推進部 A A

⑦疾病に対応した研究＜精神・神経疾患＞ 戦略推進部 B B

⑧疾病に対応した研究＜新興・再興感染症＞ 戦略推進部 A A

⑨疾病に対応した研究＜難病＞ 戦略推進部 A Ｓ

⑩健康・医療戦略の推進に必要となる研究開発事業 経営企画部 A A

①組織・人員体制の整備 総務部 B B

②PDCAサイクルの徹底 経営企画部 B B

③適切な調達の実施 経理部 B B

④外部能力の活用 経営企画部 B B

⑤業務の効率化 経理部 B B

総務部 B B

（１） 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 経理部 A B

（２） 短期借入金の限度額 経理部 － －

経理部 B B

－ － －

経理部 － －

総務部 B B

総務部 B B

総務部 B B

総務部 B B

総務部 B B

－ － －

総務部 B B

経理部 － －

経理部 － －（９）機構法第十七条第一項に規定する積立金の処分に関する事項

（１）内部統制に係る体制の整備

（２）コンプライアンスの推進

（３）情報公開の推進等

（４）情報セキュリティ対策の推進

（５）職員の意欲向上と能力開発等

（６）施設及び設備に関する計画（記載事項無し）

Ⅲ　財務内容の改善に関する事項

（３）不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産
の処分に関する計画

（４）前項に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするとき
は、その計画（記載事項無し）

（５）剰余金の使途

（８）中長期目標の期間を超える債務負担

評価項目

Ⅳ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

（１）機構に求められる機能を発揮するための体制の構築等

（２）業務の電子化に関する事項

（2）基礎から実用化へ一貫してつなぐプロジェクトの実施

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項

（１）業務改善の取り組みに関する事項

（７）職員の人事に関する計画
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（参考２） 

 

○ 独立行政法人通則法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 103 号）（抄） 

第３５条の６ 国立研究開発法人は、毎事業年度の終了後、当該事業年度が次の各号に掲げる事

業年度のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める事項について、主務大臣の評価を受けな

ければならない。  

一  次号及び第三号に掲げる事業年度以外の事業年度 当該事業年度における業務の実績  

二  中長期目標の期間の最後の事業年度の直前の事業年度 当該事業年度における業務の実

績及び中長期目標の期間の終了時に見込まれる中長期目標の期間における業務の実績  

三  中長期目標の期間の最後の事業年度 当該事業年度における業務の実績及び中長期目標

の期間における業務の実績  

２  国立研究開発法人は、前項の規定による評価のほか、中長期目標の期間の初日以後最初に

任命される国立研究開発法人の長の任期が第二十一条の二第一項ただし書の規定により定めら

れた場合又は第十四条第二項の規定によりその成立の時において任命されたものとされる国立

研究開発法人の長の任期が第二十一条の二第二項の規定により定められた場合には、それらの

国立研究開発法人の長（以下この項において「最初の国立研究開発法人の長」という。）の任

期（補欠の国立研究開発法人の長の任期を含む。）の末日を含む事業年度の終了後、当該最初

の国立研究開発法人の長の任命の日を含む事業年度から当該末日を含む事業年度の事業年度末

までの期間における業務の実績について、主務大臣の評価を受けなければならない。  

３  国立研究開発法人は、第一項の評価を受けようとするときは、主務省令で定めるところに

より、各事業年度の終了後三月以内に、同項第一号、第二号又は第三号に定める事項及び当該

事項について自ら評価を行った結果を明らかにした報告書を主務大臣に提出するとともに、公

表しなければならない。  

４ ～ ９  （略） 

 

 

○ 独立行政法人の評価に関する指針（平成 26 年 総務大臣決定）（抄） 

Ⅲ 国立研究開発法人の評価に関する事項 

  １ ～ ２ （略） 

  ３ 各評価の目的・趣旨・基本方針 

（１） 年度評価 
① 、② 
③ 年度評価は、各事業年度における業務の実績等について、当該国立研究開発法

人による自己評価の結果、各国立研究開発法人が個別に実施している外部評価の

結果等を踏まえ、中長期計画の実施状況等に留意しつつ、当該国立研究開発法人

の業務の実施状況を調査・分析し、その結果を考慮して各事業年度の業務の実績

の全体について総合的な評定を行うものとする。 
④ ～ ⑥ （略） 

（２） 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価、中長期目標期間中間評価） 
① 見込評価 

ⅰ （略） 
ⅱ 中長期目標期間終了時の直前の年度までの業務の実績及び中長期目標期間終



5 
 

了時に見込まれる業務の実績等に係る自己評価の結果及び各法人が個別に実施

している外部評価の結果等を踏まえ、当該法人の中長期目標期間の終了時に見

込まれる中長期目標の期間における業務の実績等を調査・分析し、中長期目標

の達成状況等の全体について総合的に評価するものとする。 
ⅲ、ⅳ （略） 

② 、③ （略） 
  ４ 自己評価結果の活用等 
   （１）～（４） （略） 
   （５）主務大臣は、国立研究開発法人に対する評価において、質の高い自己評価を基盤とし

て、それを適切に活用して評価することが望ましい。国立研究開発法人は、上記の主務

大臣の評価に自己評価書が円滑に活用されるよう、自己評価書の作成に当たって、以下

の点に努める。 
① ～③ （略） 
④ 記載内容の客観性、信憑性に十分留意しつつ、外部評価結果等を適切に活用し、

自己評価に反映する。 
⑤ 、⑥ （略） 

５～８ （略） 

 

以上 


